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 事業の概要 

 事業の背景・目的 

介護予防の取組に関しては、厚生労働省において複数の取組みがなされている。例えば

「地域づくりによる介護予防推進支援モデル事業」においては、市町村の全域で、高齢者が

容易に通える範囲に通いの場を住民主体で展開するための手引きの作成や各種支援を実施

している。「介護予防活動普及展開事業」においては、高齢者の自立支援に向けた介護予防

ケアマネジメントを、「地域ケア会議」というツールを通じて実施するための手引きの作成

や普及啓発といった取組みが行われている。 

  

また、平成 30年 7月に実施された社会保障審議会医療保険部会、介護保険部会の両部会

において、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について議論がなされており、これか

らの介護予防のあり方として、保健事業と一体的に、かつ効果的な取組みの実施が望まれて

いるところである。 

これらについては、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施に関する有識者会議に

おいて議論され、平成 30 年 12 月 3 日に報告書にまとめられており、市町村における高齢

者の保健事業と介護予防の一体的な実施についてのイメージ図として下記のモデル図が提

起されている。 

図表 1-1 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施（市町村における実施のイメージ図） 

 

出典：厚生労働省「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施に関する有識者会議報告

書」（平成 30年 12月 3日） 
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本事業においては、これらの議論を踏まえ、通いの場に関する分析を行うとともに、介護

予防につながる取組みの促進策や、高齢者の保健事業と介護予防を一体的に行うための方

策についての基礎的研究を行った。 

 事業の実施内容 

1.2.1 ヒアリング調査 

高齢者の保健事業と介護予防を一体的に実施している市町村に対して、その取組み内容と

効果、課題等を調査した上で、下記の事例集作成のための資料とした。 

 

1.2.2 事例集作成 

「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に関するヒアリング調査」の結果を踏まえ

て、取組み事例をまとめた事例集を作成した。事例集作成の項目としては、人口規模、取組

みの経緯、体制、取組み内容、効果とした。取組み内容等のエッセンスを活用できることを

目指した内容とした。 

 

1.2.3 各自治体における介護予防に関する実施状況調査 

介護予防の取組みとして、住民主体の通いの場（以下、「通いの場」）の参加状況（「介

護予防事業及び介護予防・日常生活支援総合事業報告）掲載データ）と、要介護度等の関連

について試行的に分析を行った。 

 

1.2.4 これからの介護予防に関するあり方の検討 

アンケート調査・ヒアリング調査による好取組事例の収集、委員会における議論等を踏ま

えたうえで、高齢者の保健事業と介護予防の一体運営を想定した、これからの介護予防に関

するあり方について検討・整理した。 
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 事業の実施体制 

学識者・有識者・自治体から構成する会議体を設置し、各市町村における介護予防の取組

状況等の把握及びこれからの介護予防のあり方について検討をした。 

検討委員会の体制は以下のとおり。 

 

＜委員＞（五十音順・敬称略） 

近藤 克則 千葉大学予防医学センター 社会予防医学研究部門 教授 

国立長寿医療研究センター 老年学・社会科学研究センター 老年

学評価研究部長 

坂崎 俊 大和市健康福祉部健康づくり推進課 医療施策推進担当 係長 

津下 一代 公益財団法人愛知県健康づくり振興事業団  

あいち健康の森健康科学総合センター センター長 

夏原 善治 東近江市市民環境部保険年金課 課長 

藤原 佳典 地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター研究所 

社会参加と地域保健研究チーム 研究部長 

 

＜オブザーバー＞（敬称略） 

中園 健一 厚生労働省 老健局老人保健課 医療・介護連携技術推進官 

小林 由美子 厚生労働省 老健局老人保健課 介護技術係 主査 

小森 康弘 厚生労働省 保険局 高齢者医療課 課長補佐 

増田 利隆 厚生労働省 保険局 高齢者医療課 課長補佐 

平野 真紀 厚生労働省 保険局 高齢者医療課 保健事業推進専門官 

三好 ゆかり 厚生労働省 保険局 高齢者医療課 保健事業推進員 

 

＜事務局＞ 

株式会社三菱総合研究所 ヘルスケア・ウェルネス事業本部  

ヘルスケア・データ戦略グループ 

エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ株式会社 サステナビリティ事業部 

 

図表 1-2 検討委員会の開催時期と主な議題 

回 時期 主な議題 

第 1回 平成 31年 3 月 5日（火）  

17：00～19：00 

１.事業概要について 

２.ヒアリング調査について 

３.事例集について 

４.介護予防に関する実施状況調査 
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 ヒアリング調査 

高齢者の保健事業と介護予防を一体的に実施している市町村、都道府県、後期高齢者医療

広域連合に対して、その取組み内容等を把握するため、ヒアリング調査を実施した。 

 

 抽出方法 

下記の①～③に当てはまる自治体等を中心に、電話ヒアリングを実施した上で訪問先を

抽出し、以下を対象にヒアリングを実施した。 

 

① 介護予防一体化の有識者会議などで好事例として発表のあった自治体 

② 保健事業・低栄養重症化予防のモデル事業での参加自治体 

③ 通いの場の参加者割合が高い自治体 

 

 訪問先・訪問時期 

訪問先、訪問時期は以下のとおりであった。 

 

図表 2-1 訪問先・訪問時期 

分類 事例 訪問時期 

市町村 

千葉県柏市 2018年 12月 4日 （火） 

東京都多摩市 2019年 2月 21日 （木） 

神奈川県横浜市 2019年 3月 18日 （月） 

神奈川県大和市 2018年 11月 29日（木） 

岐阜県池田町 2019年 2月 28日（木） 

静岡県袋井市 2018年 12月 3日 （月） 

愛知県長久手市 2019年 2月 27日 （水） 

三重県津市 2018年 12月 12日（水） 

滋賀県東近江市 2018年 11月 27日（火） 

岡山県勝央町 2019年 2月 12日 （火） 

広島県呉市 2019年 2月 13日 （水） 

広島県大崎上島町 2019年 2月 12日 （火） 

佐賀県多久市 2019年 2月 26日 （火） 

広域連合 
新潟県後期高齢者医療広域連合 2019年 2月 25日 （月） 

長崎県後期高齢者医療広域連合 2019年 3月 13日 （水）  

都道府県 
長野県 2019年 3月 11日 （月） 

静岡県 2019年 3月 12日 （火） 
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 調査内容 

市町村、後期高齢者広域連合、都道府県における高齢者の保健事業と介護予防の一体的な

実施の取組みについて、モデルに基づき、以下の図表に示す①～⑪の内容について取組み内

容と効果を把握した。 

 

図表 2-2 具体的な取組みの内容 

具体的な取組みの内容 

① 地域に保健師、管理栄養士、歯科衛生士等の医療専門職を配置 
➢ 単に医療専門職を配置しているかではなく、医療専門職の配置等を通じて、保健医療

と介護部門が連携する仕組みや担当者がいるか 

② 高齢者一人ひとりの医療・介護等の情報を一括把握 
➢ 医療・介護関連のデータを組み合わせた分析や活用を行っているか 

③ 地域の高齢者の健康課題を整理・分析 
➢ データ等を活用して地域の健康課題を分析しているか 
➢ 全国・自都道府県と自市町、または市町内の地域別の比較等を行っているか 

④ 高齢のスクリーニングとアウトリーチ支援等を通じた医療サービスへの接続 
➢ 課題がある方に戸別訪問等を通じて、適切な医療サービスへの接続をしているか 

⑤ 国民健康保険と後期高齢者医療制度の保健事業を接続 
➢ 国民健康保険と後期高齢者医療制度の保健事業を接続し、 

健診データ等が継続的に把握、分析できるようになっているか 

⑥ フレイル対策を視野に入れた取組を実施 
➢ 通いの場等において、フレイル予備群等を把握しているか 
➢ 低栄養や筋力低下等の状態に応じた保健指導や生活機能の向上支援を行い、必要に応

じて医療・介護サービスにつないでいるか 

⑦ 通いの場等にも医療専門職が積極的に関与 
➢ 医療専門職が通いの場等にも積極的に関与しているか 

⑧ 通いの場への参加勧奨や事業内容全体への助言を実施 
➢ 健康状態が不明な高齢者、閉じこもりがちな高齢者にアウトリーチ支援をしているか 
➢ 未治療・治療中断者への受診勧奨、重症化予防の取組や通いの場等への参加勧奨をし

ているか 

⑨ 通いの場を大幅拡充、個人へのインセンティブ措置等を活用 
➢ 介護予防の通いの場等と、民間の取組や地域の通い場等との連携が図られているか 
➢ 個人へのインセンティブとなるポイント制度等が活用されているか 

⑩ 市民の参画機会を充実 
➢ 市民自らが通いの場等の運営に担い手となり、積極的に参画しているか 

⑪ 保健医療の視点から更なる取組み 
➢ 通いの場に、保健医療の視点からの支援が加わることによって、次のような波及効果

があるか 
➢ 通いの場や住民主体の支援の場で、専門職による健康相談等を受けられる 
➢ ショッピングセンター等の日常生活拠点等で、日常的な健康づくりの取組に参加でき

る 
➢ フレイル状態にある者等を、医療サービスに接続する 
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 調査結果 

ヒアリング調査対象としたうち、12市町、2後期高齢者医療広域連合、2県について、「高

齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に関する事例集」として取りまとめた。 

 

図表 2-3 ヒアリング調査結果のポイント 

分類 事例 ポイント 

市町村 

千葉県柏市 

「柏スタディ」に代表される独自のデータベー

スの活用と自治体・民間・医療専門職が一体と

なってのフレイル予防促進。 

東京都多摩市 

地域の医療・保健・介護関係者をフルに動員し

て作り上げた多摩市オリジナルのフレイル予

防事業。 

神奈川県横浜市 

客観的データに基づく政策意思決定を重視し、

独自の「医療介護データベース」を構築し医療・

介護データの接続分析や日常生活圏域ごとの

分析を目指す。 

神奈川県大和市 

国保データベースや特定検診・長寿健診結果、

介護予防アンケート結果などを組み合わせて

分析し、地域の健康課題を明確化。 

静岡県袋井市 

保健・医療・介護・福祉の各部門を統合した総

合健康センターを開設し、総合相談窓口による

ワンストップ型のサービスを提供。 

愛知県長久手市 

介護保険外で独自のサービス提供、高齢者の困

りごとを市民の高齢者ボランティアが支援す

る仕組み構築。 

三重県津市 

利用パトロールで、地域の栄養課題を抽出し改

善に向けた検討を行い、包括や関係者と情報連

携。 

滋賀県東近江市 

後期高齢者ウェルカム事業「いきいきシニア

75」に、運動指導・体力測定・栄養指導をはじ

め、介護予防事業、終活をセットにし、高齢者

の健康づくり関連課の連携を構築。 

岡山県勝央町 

KDBを用いた対象者抽出と、NPO法人と連携し

たアウトリーチ支援を実施。移動販売車の運転

士がチェックリストを用いた地域の高齢者の

見守りを実施。 

広島県呉市 

独自のデータベースを構築・運用。リスク階層

を４段階に定義し、データベースから各リスク

に該当する人を抽出の上、リスクレベルに応じ

た取り組みを実施。 

広島県大崎上島町 
保健師の分散配置をきっかけに、保健衛生課、

福祉課、地域包括支援センター間の連携体制を



 

7 

 

分類 事例 ポイント 

構築。 

佐賀県多久市 

特定健診・特定保健指導の実施率を向上させ、

健診データを分析し、健康課題を明確化。未受

診者の受診を勧奨し、受診機会・診療機会を公

平化。 

広域連合 

新潟県後期高齢者

医療広域連合 

「在宅訪問栄養食事相談事業」「在宅要介護者

歯科保健事業」「服薬相談事業」の 3つの保健

事業を新潟市の担当課と連携し、一体的実施。 

長崎県後期高齢者

医療広域連合 

県内 21 市町と緊密な連携。併せて、長崎市歯

科医師会、長崎県栄養士会に委託し、「退院後

在宅要介護者訪問口腔モデル事業」「低栄養防

止訪問栄養指導モデル」の 2つのモデル事業を

実施。 

都道府県 

静岡県 

県民 67 万人分の特定健診データを集約し、健

康データの市町村別・地区別分析を実施。地域・

保険者による健康課題を明らかにして、県下の

市長に情報提供。 

長野県 

フレイル予防人材の育成や、普及啓発リーフレ

ットの作成、研修事業の実施、評価指標の構築

などを実施（予定を含む）。 
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 事例集作成 

 事例集作成の目的 

本事例集は、社会保障審議会医療保険部会、介護保険部会の両部会において、高齢者の保

健事業と介護予防の一体的実施について議論されたことを踏まえ、高齢者の保健事業と介

護予防を一体的に行うための方策についての基礎的な研究として、好取組事例を収集し、事

例集として取りまとめる目的として作成した。 

 事例集骨子 

事例集の目次は以下の構成とした。 

図表 3-1 「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に関する事例集」目次 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 高齢者の保健事業と介護予防の一体化をはじめましょう 

 本事例集作成の背景 

 後期高齢者の保健事業と介護予防の現状等 

 保健事業と介護予防の一体的な実施の意義・目的 

 具体的な取り組みのイメージ 

 本事例の活用方法  

Ⅱ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に関する事例集 

 取組みのアイコン 

 市町村における取組み事例マトリクス 

 市町村事例 

① 千葉県柏市 

② 東京都多摩市 

③ 神奈川県横浜市 

④ 神奈川県大和市 

⑤ 静岡県袋井市 

⑥ 愛知県長久手市 

⑦ 三重県津市 

⑧ 滋賀県東近江市 

⑨ 岡山県勝央町 

⑩ 広島県呉市 

⑪ 広島県大崎上島町 

⑫ 佐賀県多久市 

 後期高齢者医療広域連合事例 

① 新潟県後期高齢者医療広域連合 

② 長崎県後期高齢者医療社広域連合 

 都道府県事例 

① 静岡県 

② 長野県 

掲載事例 連絡先一覧 
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これから一体的な取組みを進めていこうとする自治体が、地域の特性を踏まえ、お手本と

しやすい事例を検索しやすいよう、また各自治体の取組みの特性を比較しやすいよう、事

例集の内容が一目で分かるようにマトリクスを作成した。 

 

図表 3-2 「市町村における取組事例マトリクス」 
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事例紹介は、以下のように掲載した。 

 

図表 3-3 「市町村事例 サンプル」 

 

 

 



 

11 
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 各自治体における介護予防に関する実施状況調査 

 調査目的 

通いの場をはじめとした、市町村において実施している介護予防に関する取組み等の状

況と要介護認定率等の関連について、基礎的な検討を行うことを目的とし、調査を行った。 

 使用したデータ 

本調査においては、以下のデータを用いて分析を行った。 

通いの場の取組み等が与える影響に関しては複数想定されるが、取得可能なデータに制

約がある関係上、本調査で取得可能なデータとして、下記指標について試行的に分析を行っ

た。 

図表 4-1 使用したデータセット 

データセット 使用したデータ 

介護予防事業及び介護予防・日常生活支援総合事業報告

（厚生労働省、平成 24年度分～平成 29年度分） 

・通いの場の参加者数 

・新規要介護認定者数 

・新規要支援認定者数 

住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査（総

務省、平成 24年度～平成 29年度分） 

・人口 

・65歳以上人口 

地域包括ケア「見える化システム」データ（厚生労働省） 

・調整済み認定率 

・調整済み軽度認定率 

・調整済み重度認定率 

  

介護予防事業及び介護予防・日常生活支援総合事業報告においては、「介護予防に資する

住民主体の通いの場」として、市町村が把握しているもののうち、次の条件に該当し、当該

年度において活動実績があったものを集計している。 

① 体操や趣味活動等を行い、介護予防に資すると市町村が判断する通いの場であるこ

と。 

② 通いの場の運営主体は、住民であること。 

③ 通いの場の運営について、市町村が財政的支援（地域支援事業の一次予防事業、地域  

支援事業の任意事業、市町村の独自事業等）を行っているものに限らないこと。 

④ 月 1 回以上の活動実績があること。 

出典：厚生労働省ホームページ「介護予防事業の実施状況について」（平成 31 年 3 月 1

日取得） 

（ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koure

isha/yobou/index.html#h2_free8） 

 

通いの場の参加者数は、「介護予防事業及び介護予防・日常生活支援総合事業報告」にお

いて通いの場の参加者実人数として各市町村が報告した値を用いた。 

  

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/yobou/index.html#h2_free8
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/yobou/index.html#h2_free8
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新規要介護（支援）認定者数は、「平成 29年度に新たに要支援・要介護認定を受けた者

の数（区分変更の認定及び要支援から要介護又は要介護から要支援への変更は含まない）を

計上した。新たに要支援・要介護認定を受けた者が、更新申請において非該当と判定され、

その後再度申請し、改めて要支援・要介護認定を受けた場合は、重複して計上した。」 

出典：厚生労働省「平成２９年度 介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の

実施状況（平成２９年度実施分）に関する調査結果」 

 

各市町村の要介護認定率（認定率＝「認定者数」／「第 1号被保険者数」）は、当該市町

村の性・年齢の影響を強く受けるため、調整済み認定率（「第 1号被保険者の性・年齢別人

口構成」の影響を除外した認定率）と通いの場の状況の関連について分析を行った。 

 性・年齢調整の方法は下図の通り。 

 

図表 4-2 性・年齢調整の方法 

 

※出典：地域包括ケア「見える化」システム （平成 31年 3 月 22日取得） 

 

通いの場の参加状況については市町村別、調整済み認定率は保険者単位で集計され

ているため、複数の市町村が広域連合を構成して保険者となっている自治体分につい

ては除外して分析を行った。 

 

※以下の分析について、市町村別のデータが取得できなかった項目については、分析対象

とした市町村数が少なくなっているものがある。 
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 分析概要 

 本調査においては、以下の分析を行った。 

 

分析①：平成 25年度・平成 29年度分析 

➢ 人口規模（H29）別 通いの場の参加者状況 

➢ 地方別 通いの場の参加者状況 

➢ 高齢化率（H29）別 通いの場の参加者状況 

➢ 新規要支援認定率別通いの場の参加者状況 

➢ 新規要介護認定割合別通いの場の参加者状況 

➢ 新規要支援認定割合（H29-H25）別通いの場の参加者状況 

➢ 新規要介護認定者割合（H29-H25）別通いの場の参加者状況 

分析② 平成 25年度・平成 28年度分析 

➢ 人口規模（H28）別 通いの場の参加者状況 

➢ 調整済み認定率（H28）別 通いの場の参加者状況 

➢ 調整済み要支援認定率（H28）別 通いの場の参加者状況 

➢ 調整済み要支援認定率（H28-H25）別 通いの場の参加者状況 

➢ 調整済み認定率（H28-H25）別 通いの場の参加者状況※人口 3万人以下 

➢ 調整済み要支援認定率（H28-H25）別 通いの場の参加者状況※人口 3万人以下 
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 分析① 平成 25年度・平成 29年度分析 

 平成 25 年度及び平成 29 年度における、65 歳以上人口に対する通いの場の参加者数

（以下、「通いの場の参加者割合」）の結果から、下記の通り市町村を分類した。 

 ※以下、平成 25年度を「H25」、平成 29年度を「H29」と記載する。 

 

図表 4-3 市町村の分類条件 

グループ 市町村数 割合 

① H25、H29とも通いの場の参加者割合が 5%以上 297 17.1% 

② H25→H29で参加者割合が 5%pt以上増 336 19.3% 

③ H25→H29で参加者割合が 1%pt～5%pt増 479 27.5% 

④ H25→H29で参加者割合が減少～1%pt増 449 25.8% 

⑤ H25、H29とも通いの場の参加者割合が 0％ 180 10.3% 

合計 1741 100% 

  ※②・③・④については、①及び⑤に該当しない市町村についてグループ分けを

行った。 

 

図表 4-4 グループのイメージ 

 
 

  

5%

平成25年度 平成29年度

通いの場への参加率

グループ①

グループ⑤
０%
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人口規模別でみると、人口 1万人未満の市町村は「グループ⑤H25、H29とも通いの

場の参加者割合が 0％」の割合が他市町村と比較して高かった。 

 

図表 4-5 人口規模（H29）別 通いの場の参加者状況（市町村数） 

人口＼グループ ① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

1万人未満 83  113  95  86  127  504  

～3万人未満 90  91  117  116  29  443  

～10万人未満 94  83  164  152  14  507  

10万人以上 30  49  103  95  10  287  

合計 297  336  479  449  180  1741  

 

図表 4-6 人口規模（H29）別 通いの場の参加者状況（割合） 

人口＼グループ ① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

1万人未満 16.5% 22.4% 18.8% 17.1% 25.2% 100% 

～3万人未満 20.3% 20.5% 26.4% 26.2% 6.5% 100% 

～10万人未満 18.5% 16.4% 32.3% 30.0% 2.8% 100% 

10万人以上 10.5% 17.1% 35.9% 33.1% 3.5% 100% 

合計 17.1% 19.3% 27.5% 25.8% 10.3% 100% 

 

図表 4-7 人口規模（H29）別 通いの場の参加者状況（グラフ） 

 

  

16.5%

20.3%

18.5%

10.5%

17.1%

22.4%

20.5%

16.4%

17.1%

19.3%

18.8%

26.4%

32.3%

35.9%

27.5%

17.1%

26.2%

30.0%

33.1%

25.8%

25.2%

6.5%

2.8%

3.5%

10.3%

0% 25% 50% 75% 100%

1万人未満

～3万人未満

～10万人未満

10万人以上

合計

① ② ③ ④ ⑤
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地方別でみると、北海道・東北地方は「グループ⑤H25、H29とも通いの場の参加者割

合が 0％」が、中国地方では「グループ①H25、H29とも通いの場の参加が 5%以上」の

割合が他市町村と比較して高かった。 

 

図表 4-8 地方別 通いの場の参加者状況（市町村数） 

地方＼グループ ① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

北海道・東北地方 45 64 113 107 77 406 

関東地方 32 43 111 109 21 316 

中部地方 53 56 92 79 36 316 

近畿地方 43 58 55 57 14 227 

中国地方 33 21 25 24 4 107 

四国地方 24 16 22 27 6 95 

九州地方 67 78 61 46 22 274 

合計 297 336 479 449 180 1741 

 

図表 4-9 地方別 通いの場の参加者状況（割合） 

地方＼グループ ① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

北海道・東北地方 11.1% 15.8% 27.8% 26.4% 19.0% 100% 

関東地方 10.1% 13.6% 35.1% 34.5% 6.6% 100% 

中部地方 16.8% 17.7% 29.1% 25.0% 11.4% 100% 

近畿地方 18.9% 25.6% 24.2% 25.1% 6.2% 100% 

中国地方 30.8% 19.6% 23.4% 22.4% 3.7% 100% 

四国地方 25.3% 16.8% 23.2% 28.4% 6.3% 100% 

九州地方 24.5% 28.5% 22.3% 16.8% 8.0% 100% 

合計 17.1% 19.3% 27.5% 25.8% 10.3% 100% 
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図表 4-10 地方別 通いの場の参加者状況（グラフ） 

 

 

  

  

11.1%

10.1%

16.8%

18.9%

30.8%

25.3%

24.5%

17.1%

15.8%

13.6%

17.7%

25.6%

19.6%

16.8%

28.5%

19.3%

27.8%

35.1%

29.1%

24.2%

23.4%

23.2%

22.3%

27.5%

26.4%

34.5%

25.0%

25.1%

22.4%

28.4%

16.8%

25.8%

19.0%

6.6%

11.4%
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3.7%
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8.0%

10.3%
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北海道・東北地方

関東地方

中部地方

近畿地方

中国地方

四国地方
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合計

① ② ③ ④ ⑤
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平成 29年度の高齢化率が 35％以上の市町村では、「グループ⑤H25、H29とも通いの場

の参加者割合が 0％」の割合が他市町村と比較して高かった。 

図表 4-11 高齢化率（H29）別 通いの場の参加者状況（市町村数） 

高齢化率＼グループ ① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

25%未満 24 56 91 80 20 271 

25～30％未満 68 66 151 133 34 452 

30～35％未満 98 94 120 107 42 461 

35％以上 107 120 117 129 84 557 

 

図表 4-12  高齢化率（H29）別 通いの場の参加者状況（割合） 

高齢化率＼グループ件 ① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

25%未満 8.9% 20.7% 33.6% 29.5% 7.4% 100% 

25～30％未満 15.0% 14.6% 33.4% 29.4% 7.5% 100% 

30～35％未満 21.3% 20.4% 26.0% 23.2% 9.1% 100% 

35％以上 19.2% 21.5% 21.0% 23.2% 15.1% 100% 

合計 17.1% 19.3% 27.5% 25.8% 10.3% 100% 

 

図表 4-13 高齢化率（H29）別 通いの場の参加者状況（グラフ） 
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① ② ③ ④ ⑤



 

22 

 

平成 29年度の 65歳以上人口に対する新規要支援認定者数（以下、「新規要支援認定割

合」）が 0～1％未満の市町村では、「グループ⑤H25、H29とも通いの場の参加者割合が

0％」が、新規要支援認定率が 3%以上の市町村では「グループ①H25、H29とも通いの場

の参加者割合が 5%以上」の割合が他市町村と比較して高かった。 

 

図表 4-14 新規要支援認定率別通いの場の参加者状況（市町村数） 

＼グループ 

新規要支援認定率 
① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

0～1%未満 46 50 62 50 39 247 

～1.5%未満 100 95 158 147 55 555 

～2%未満 71 92 146 127 29 465 

～3%未満 44 54 66 76 27 267 

3%以上 21 16 26 23 12 98 

合計 282 307 458 423 162 1632 

 

図表 4-15 新規要支援認定率別通いの場の参加者状況（割合） 

＼グループ 

新規要支援認定率 
① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

0～1%未満 18.6% 20.2% 25.1% 20.2% 15.8% 100% 

～1.5%未満 18.0% 17.1% 28.5% 26.5% 9.9% 100% 

～2%未満 15.3% 19.8% 31.4% 27.3% 6.2% 100% 

～3%未満 16.5% 20.2% 24.7% 28.5% 10.1% 100% 

3%以上 21.4% 16.3% 26.5% 23.5% 12.2% 100% 

合計 17.3% 18.8% 28.1% 25.9% 9.9% 100% 
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図表 4-16 新規要支援認定率別通いの場の参加者状況（グラフ） 
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平成 29年度の 65歳以上人口に対する新規要介護認定者数別（以下、「新規要介護認定

率」）でみると、通いの場の参加者状況に大きな違いは見られなかった。 

 

図表 4-17 新規要介護認定率別通いの場の参加者状況（市町村数） 

＼グループ 

新規要介護認定率 
① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

0～2%未満 52 62 106 98 42 360 

～2.5%未満 87 94 157 141 38 517 

～3%未満 79 79 107 102 36 403 

～4%未満 35 48 51 48 28 210 

4%以上 29 24 37 34 18 142 

合計 282 307 458 423 162 1632 

 

図表 4-18 新規要介護認定率別通いの場の参加者状況（割合） 

＼グループ 

新規要介護認定率 
① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

0～2%未満 14.4% 17.2% 29.4% 27.2% 11.7% 100% 

～2.5%未満 16.8% 18.2% 30.4% 27.3% 7.4% 100% 

～3%未満 19.6% 19.6% 26.6% 25.3% 8.9% 100% 

～4%未満 16.7% 22.9% 24.3% 22.9% 13.3% 100% 

4%以上 20.4% 16.9% 26.1% 23.9% 12.7% 100% 

合計 17.3% 18.8% 28.1% 25.9% 9.9% 100% 
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図表 4-19 新規要介護認定率別通いの場の参加者状況（グラフ） 
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平成 29年度における新規要支援認定者割合と平成 25年度における新規要支援認定者割

合の差分別でみると、通いの場の参加者状況に大きな違いは見られなかった。 

図表 4-20 新規要支援認定割合（H29-H25）別通いの場の参加者状況（市町村数） 

＼グループ 

新規要支援認定 

割合（H29-H25） 

① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

～-0.5%pt未満 62 72 85 82 42 343 

～0%pt未満 116 118 176 169 50 629 

～0.5%pt未満 62 77 137 121 39 436 

0.5%pt以上 42 40 60 51 31 224 

合計 282 307 458 423 162 1632 

 

図表 4-21 新規要支援認定割合（H29-H25）別通いの場の参加者状況（割合） 

＼グループ 

新規要支援認定 

割合（H29-H25） 

① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

～-0.5%pt未満 18.1% 21.0% 24.8% 23.9% 12.2% 100% 

～0%pt未満 18.4% 18.8% 28.0% 26.9% 7.9% 100% 

～0.5%pt未満 14.2% 17.7% 31.4% 27.8% 8.9% 100% 

0.5%pt以上 18.8% 17.9% 26.8% 22.8% 13.8% 100% 

合計 17.3% 18.8% 28.1% 25.9% 9.9% 100% 
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図表 4-22 新規要支援認定割合（H29-H25）別通いの場の参加者状況（グラフ） 
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平成 29年度における新規要介護認定者割合と平成 25年度における新規要介護認定者割

合の差分別でみると、通いの場の参加者状況に大きな違いは見られなかった。 

図表 4-23 新規要介護認定者割合（H29-H25）別通いの場の参加者状況（市町村数） 

＼グループ 

新規要介護認定 

割合（H29-H25） 

① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

～-0.5%pt未満 69 69 113 103 45 399 

～0%pt未満 82 89 127 129 33 460 

～1%pt未満 89 108 165 146 54 562 

1%pt以上 42 41 53 45 30 211 

合計 282 307 458 423 162 1632 

 

図表 4-24 新規要介護認定者割合（H29-H25）別通いの場の参加者状況（割合） 

＼グループ 

新規要介護認定 

割合（H29-H25 

① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

～-0.5%pt未満 17.3% 17.3% 28.3% 25.8% 11.3% 100% 

～0%pt未満 17.8% 19.3% 27.6% 28.0% 7.2% 100% 

～0.5%pt未満 15.8% 19.2% 29.4% 26.0% 9.6% 100% 

0.5%pt以上 19.9% 19.4% 25.1% 21.3% 14.2% 100% 

合計 17.3% 18.8% 28.1% 25.9% 9.9% 100% 
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図表 4-25 新規要介護認定者割合（H29-H25）別通いの場の参加者状況（グラフ） 
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 分析② 平成 25年度・平成 28年度分析 

 平成 25 年度及び平成 28 年度における、65 歳以上人口に対する通いの場の参加者数

の結果から、分析①と同様に市町村を分類した。 

 ※以下、平成 25年度を「H25」、平成 28年度を「H28」と記載する。 

 

図表 4-26 市町村の分類条件 

グループ 市町村数 割合 

① H25、H28とも通いの場の参加者割合が 5%以上 257 14.8% 

② H25→H28で参加者割合が 5%pt以上増 243 14.0% 

③ H25→H28で参加者割合が 1%pt～5%pt増 411 23.6% 

④ H25→H28で参加者割合が減少～1%pt増 474 27.2% 

⑤ H25、H28とも通いの場の参加者割合が 0％ 355 20.4% 

合計 1740   100% 

  ※②・③・④については、①及び⑤に該当しない市町村についてグループ分けを

行った。 

 

図表 4-27 グループのイメージ（再掲） 
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人口規模別でみると、人口 1万人未満の市町村は「グループ⑤H25、H28とも通いの

場の参加者割合が 0％」が他市町村と比較して割合が高かった。 

 

図表 4-28 人口規模（H28）別 通いの場の参加者状況（市町村数） 

人口＼グループ ① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

1万人未満 67  73  80  73  204  497  

～3万人未満 85  70  106  110  75  446  

～10万人未満 78  65  135  182  50  510  

10万人以上 27  35  90  109  26  287  

合計 257  243  411  474  355  1740  

 

図表 4-29 人口規模（H28）別 通いの場の参加者状況（割合） 

人口＼グループ ① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

1万人未満 13.5% 14.7% 16.1% 14.7% 41.0% 100% 

～3万人未満 19.1% 15.7% 23.8% 24.7% 16.8% 100% 

～10万人未満 15.3% 12.7% 26.5% 35.7% 9.8% 100% 

10万人以上 9.4% 12.2% 31.4% 38.0% 9.1% 100% 

合計 14.8% 14.0% 23.6% 27.2% 20.4% 100% 

 

図表 4-30 人口規模（H28）別 通いの場の参加者状況（グラフ） 
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平成 28年度の調整済み認定率が 20%以上の自治体は、「グループ①H25、H28とも通い

の場の参加者割合が 5%以上」の割合が他市町村と比較して低かった。 

 

図表 4-31 調整済み認定率（H28）別 通いの場の参加者状況（市町村数） 

＼グループ 

調整済み認定率（H28） 
① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

15%未満 62 57 99 117 82 417 

15%～17.5%未満 114 113 146 212 79 664 

17.5%～20%未満 41 33 91 144 54 363 

20%以上 6 8 24 35 14 87 

合計 223 211 360 508 229 1531 

 

図表 4-32 調整済み認定率（H28）別 通いの場の参加者状況（割合） 

＼グループ 

調整済み認定率（H28） 
① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

15%未満 14.9% 13.7% 23.7% 28.1% 19.7% 100% 

15%～17.5%未満 17.2% 17.0% 22.0% 31.9% 11.9% 100% 

17.5%～20%未満 11.3% 9.1% 25.1% 39.7% 14.9% 100% 

20%以上 6.9% 9.2% 27.6% 40.2% 16.1% 100% 

合計 14.6% 13.8% 23.5% 33.2% 15.0% 100% 

 

図表 4-33 調整済み認定率（H28）別 通いの場の参加者状況（グラフ） 
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平成 28年度の調整済み要支援認定率が 5%以上の自治体は、「グループ④H25→H28で参

加者割合が減少～1%pt増」の割合が他市町村と比較して高かった。 

 

図表 4-34 調整済み要支援認定率（H28）別 通いの場の参加者状況（市町村数） 

＼グループ 

調整済み要支援 

認定率（H28） 

① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

3%未満 63 59 84 108 66 380 

3%～4%未満 69 59 97 123 61 409 

4%～5%未満 52 60 85 114 54 365 

5%以上 39 33 94 163 48 377 

合計 223 211 360 508 229 1531 

 

図表 4-35 調整済み要支援認定率（H28）別 通いの場の参加者状況（割合） 

＼グループ 

調整済み要支援 

認定率（H28） 

① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

3%未満 16.6% 15.5% 22.1% 28.4% 17.4% 100% 

3%～4%未満 16.9% 14.4% 23.7% 30.1% 14.9% 100% 

4%～5%未満 14.2% 16.4% 23.3% 31.2% 14.8% 100% 

5%以上 10.3% 8.8% 24.9% 43.2% 12.7% 100% 

合計 14.6% 13.8% 23.5% 33.2% 15.0% 100% 
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図表 4-36 調整済み要支援認定率（H28）別 通いの場の参加者状況（グラフ） 
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平成 28年度における調整済み要支援認定率と平成 25年度における調整済み要支援認定

率の差分が高い市町村ほど、「グループ①H25、H28とも通いの場の参加者割合が 5%以

上」の割合が低く、「グループ④H25→H28で参加者割合が減少～1%pt増」の割合が他の

市町村と比較して高い結果であった。 

図表 4-37 調整済み要支援認定率（H28-H25）別 通いの場の参加者状況（市町村数） 

＼グループ 

調整済み要支援 

認定率（H28-H25） 

① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

-1%pt未満 80 75 103 116 72 446 

～0%pt未満 65 49 98 133 58 403 

～1%pt未満 40 43 70 114 43 310 

1%pt以上 38 44 89 145 56 372 

合計 223 211 360 508 229 1531 

 

図表 4-38 調整済み要支援認定率（H28-H25）別 通いの場の参加者状況（割合） 

＼グループ 

調整済み要支援 

認定率（H28-H25） 

① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

-1%pt未満 17.9% 16.8% 23.1% 26.0% 16.1% 100% 

～0%pt未満 16.1% 12.2% 24.3% 33.0% 14.4% 100% 

～1%pt未満 12.9% 13.9% 22.6% 36.8% 13.9% 100% 

1%pt以上 10.2% 11.8% 23.9% 39.0% 15.1% 100% 

合計 14.6% 13.8% 23.5% 33.2% 15.0% 100% 

 



 

36 

 

図表 4-39 調整済み要支援認定率（H28-H25）別 通いの場の参加者状況（グラフ） 
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人口 3万人以下の市町村に限定してみると、平成 28年度における調整済み認定率と平成

25年度における調整済み認定率の差分が高い市町村ほど、「グループ④H25→H28で参加

者割合が減少～1%pt 増」及び「グループ⑤H25、H28とも通いの場の参加者割合が 0％」

の割合が他の市町村と比較して高い結果であった。 

図表 4-40 調整済み認定率（H28-H25）別 通いの場の参加者状況          

※人口 3万人以下（市町村数） 

＼グループ 

調整済み認定率 

（H28-H25） 

① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

-1%pt未満 63 58 58 64 61 304 

～0%pt未満 43 25 52 59 56 235 

～1%pt未満 15 24 31 59 49 178 

1%pt以上 7 10 10 22 25 74 

合計 128 117 151 204 191 791 

 

図表 4-41 調整済み認定率（H28-H25）別 通いの場の参加者状況          

※人口 3万人以下（割合） 

＼グループ 

調整済み認定率 

（H28-H25） 

① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

-1%pt未満 20.7% 19.1% 19.1% 21.1% 20.1% 100% 

～0%pt未満 18.3% 10.6% 22.1% 25.1% 23.8% 100% 

～1%pt未満 8.4% 13.5% 17.4% 33.1% 27.5% 100% 

1%pt以上 9.5% 13.5% 13.5% 29.7% 33.8% 100% 

合計 16.2% 14.8% 19.1% 25.8% 24.1% 100% 
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図表 4-42 調整済み認定率（H28-H25）別 通いの場の参加者状況          

※人口 3万人以下（グラフ） 
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人口 3万人以下の市町村に限定してみると、平成 28年度における調整済み要支援認定率

と平成 25年度における調整済み要支援認定率の差分が高い市町村ほど、「グループ④H25

→H28で参加者割合が減少～1%pt増」及び「グループ⑤H25、H28とも通いの場の参加者

割合が 0％」の割合が高い結果であった。 

図表 4-43 調整済み要支援認定率（H28-H25）別 通いの場の参加者状況          

※人口 3万人以下（市町村数） 

 

＼グループ 

調整済み要支援 

認定率（H28-H25） 

① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

-1%pt未満 52 51 56 66 61 286 

～0%pt未満 42 26 43 49 47 207 

～1%pt未満 20 21 25 37 35 138 

1%pt以上 14 19 27 52 48 160 

合計 128 117 151 204 191 791 

 

図表 4-44 調整済み要支援認定率（H28-H25）別 通いの場の参加者状況          

※人口 3万人以下（割合） 

＼グループ 

調整済み要支援 

認定率（H28-H25） 

① ② ③ ④ ⑤ 全市町村 

-1%pt未満 18.2% 17.8% 19.6% 23.1% 21.3% 100% 

～0%pt未満 20.3% 12.6% 20.8% 23.7% 22.7% 100% 

～1%pt未満 14.5% 15.2% 18.1% 26.8% 25.4% 100% 

1%pt以上 8.8% 11.9% 16.9% 32.5% 30.0% 100% 

合計 16.2% 14.8% 19.1% 25.8% 24.1% 100% 
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図表 4-45 調整済み要支援認定率（H28-H25）別 通いの場の参加者状況          

※人口 3万人以下（グラフ） 
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 調査結果のまとめ 

 本調査においては、通いの場の参加状況と要介護度認定の状況等の関係について基礎的

な分析を行った。 

 平成 25 年度から平成 28 年度で調整済み認定率が増えている市町村では、他市町村と比

較して、通いの場の参加者率が増えていない自治体が多い結果がみられた。 

この結果から、通いの場をはじめとした、地域における介護予防への取組みが地域の要介

護認定率に関係している可能性が考えられる。 

 

 一方で、本調査研究の結果を踏まえた今後の課題として、以下が考えられる。 

➢ 介護予防の取組みと要介護認定率等の因果関係については、今回の分析では把握で

きない。 

➢ 「介護予防事業及び介護予防・日常生活支援総合事業報告」では各市町村が把握し

ている通いの場の参加者数について集計されている。従って、市町村が把握してい

ない住民主体の通いの場の状況については当該調査結果に反映されていないため、

正確な分析が出来ていない可能性がある。 

➢ 通いの場の参加者割合は全市町村平均で 5％程度であり、市町村全体の要介護認定

率等への影響との関連を分析する場合、より詳細な研究デザインを検討する必要が

ある。 

 

 本調査結果を基礎資料として、今後更なる分析が進められることを期待する。 
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 これからの介護予防に関するあり方の検討 

これからの介護予防のあり方として、保健事業と一体的に、かつ効果的な取組みの実施が

望まれているところであるが、本研究の事例を踏まえると、取組みのきっかけとなった部署

が違ったり、主導した担当者が事務職であったり、保健師であったりと、いくつかのパター

ンがあることが見受けられた。 

また、先行して取組みを進めている自治体の中には、医療費削減、要介護認定率減少等を

指標として分析しているところもみられた。 

本調査においてヒアリングを行った自治体においては、様々な課題がありながらも、取組

みを一つ一つ積み重ねた結果として一体的な取組みがなされていた。これから高齢者の保

健事業と介護予防の一体的実施に関する取組みを検討している自治体においても、最初か

ら 100点の取組みを目指すのではなく、まずはできることは何かを議論し、一歩目を踏み出

す勇気を持つことが肝要と考えられる。 

 

本研究における調査を通じて好事例は複数見受けられたものの、高齢者の保健事業と介

護予防の一体的な取組みを推進する上での阻害要因となっている課題も浮き彫りとなった。

例えば、課題の一つとして、「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な取組み」の概念の理

解が進んでいないということが挙げられる。今後、「高齢者の保健事業と介護予防の一体的

な取組み」の概念について、共通理解を進めるための方策の検討が必要である。 

 また、本研究では、一体的に取り組むためのノウハウ抽出までは到達しておらず、今後引

き続き、体制構築や取組み、予算など、どのようにすれば効果的な取組みとなるか、整理・

検討が望まれる。 

 

また、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な取組みによる効果・検証の為の共通の指 

標が現時点ではないことも課題である。本調査研究においては、通いの場の参加者割合と新

規要支援認定率等の結果について分析を行ったが、今後、詳細な調査研究が必要である。 

 

さらに、市町村の高齢者の保健事業と介護予防の一体的な取組みに対する、都道府県、 

広域連合の取組み方針、支援内容についても、今後、検討する必要性がある。 
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